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気候関連災害も深刻化している。国連国際防災戦略事務局（ＵＮＩＳＤＲ）は、二〇〇五～一四年の間に発生した気候関連災害は、一九八五～九四年のほぼ倍になったと指摘するとともに、一九九五年以降だけでも気候関 災害によって六〇万人以上が死亡 と報告している。産業革命時から地球平均気温が約一度上昇した現在においてすでにこのような傾向 あわれている。　
世界の平和と安全保障について
討議し決定を行う国連安全保障理事会（ＵＮＳＧ）が初め 気候変動を取り上げたのは、もう九年前の二〇〇七年のことだった。最近では、二〇一五年に大きく報道されたシリアの紛争・難民危機その要因のひとつに気候変動があ



















































世界自然保護基金（ＷＷＦ） 、グリーンピースといった有力な国際環境ＮＧＯに加え、オックスファムのような貧困・開発問題に取り組む国際ＮＧＯも参 して る。　
ＣＡＮがめざすビジョンは、
























































































意のなかには、ＣＡＮが主張していたことも複数反映されている。パリ協定 「一・五度未満」という目標はＣＡＮの共通ポジションでもあるし、排出削減目標引き上げの機会を早期にもつため 年毎のグローバルな温暖化対策の進捗チェックを二〇二〇年より前ら始めるべきだという主張もＣＯＰ決定に取り入れられている。パリ協定の採択において、環境ＮＧＯは一定の役割を果たした ってよいだろう。一方で、排出削減の実効性、気候資金や気候変動影響の損失と被害といったテーマで
多くの重要課題が残されたままである。パリ協定をうけて、気候変動対策が交渉フェーズから実施フェーズに移行しつつあるなか、国際レベルから国レベル、地域レベルとネットワークを広げて連携しながら活動するＣＡＮの役割はますます重要になると思われる。●パリ協定の意味　
最後に、京都議定書以来の国際










◦ 気候変動とその原因について理解を深め、その情報をすべての人々（特に CAN メ
ンバー）と共有すること
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